
 

小城市規則第22号 

 

小城市まちなか市民交流プラザ条例施行規則をここに公布する。 

 

平成 27 年５月７日 

 

小城市長  



 

小城市規則第22号 

 

小城市まちなか市民交流プラザ条例施行規則 

 

(趣旨) 

第１条 この規則は、小城市まちなか市民交流プラザ条例（平成27年小

城市条例第15号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を

定めるものとする。 

(利用許可の申請) 

第２条 条例第７条第１項の許可を受けようとするもの（同項後段の規

定により変更の許可を受けようとするものを含む。）（以下「申請者」

という。）は、まちなか市民交流プラザ利用許可（変更）申請書〔会

議室等用〕（様式第１号）、まちなか市民交流プラザ利用許可（変更）

申請書〔共有スペース用〕（様式第２号）又はまちなか市民交流プラ

ザ利用許可（変更）申請書〔ロッカー、貸店舗用〕（様式第３号）を

市長に提出しなければならない。ただし、市長が認める場合はこの限

りでない。 

２ 前項の申請は、利用しようとする日の３月前の日が属する月の初日

から受け付ける。ただし、公的行事その他これに類する行事及び広く

周知する催事等のための利用で市長が必要と認める場合は、この限り

でない。 

３ 申請者の順位は、申請の順序とする。ただし、複数の申請者から同

時に申請が行われたときは、市長は、協議又は抽選により申請者の順

位を決定するものとする。 

４ 条例別表第３の利用許可の期間は、利用の開始の日から当該年度の

３月31日までとする。 

５ 貸店舗の利用の許可の申請をするものの第１項の利用許可（変更）

申請書に添付する書類は、次のとおりとする。 

(１) 経営計画書 

(２) 貸店舗を改装する場合は、その内容の分かる書類等 



 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

 (利用許可) 

第３条 市長は、前条に規定する利用許可申請書を受理し、適当と認め

るときは、利用を許可し、まちなか市民交流プラザ利用許可書〔会議

室等用〕（様式第４号）、まちなか市民交流プラザ利用許可書〔共有

スペース用〕（様式第５号）又はまちなか市民交流プラザ利用許可書

〔ロッカー、貸店舗用〕（様式第６号）を申請者に交付する。 

(使用料の減免) 

第４条 条例第11条の規定により使用料を減額し、又は免除するときは、

次のとおりとする。 

 (１) 行事等を主催する市の行政機関が利用する場合 

 (２) 国又は他の地方公共団体その他公共団体又は公共的団体が利用

する場合 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める場合 

２ 条例第11条の規定により使用料の減免を受けようとする者は、第２

条第１項に規定する利用許可申請書にその旨を記入し、市長に提出し

なければならない。 

 (使用料の還付) 

第５条 条例第12条ただし書に規定する特別な理由による使用料の還付

は、次の各号に掲げる区分により、当該各号に定めるとおりとする。

ただし、多目的ホール１及び多目的ホール２については、別に定める。 

(１) 天災地変その他利用者の責めによらない理由により、利用する

ことができなくなったとき 全額 

 (２) 市長が利用許可を取り消したとき 全額 

 (３) 条例第７条第１項後段の規定により許可を受けた事項の変更が

許可された場合において、既納の使用料に過納金が生じたとき 当

該過納金の額 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が相当の理由があると認める

とき 市長が認める割合 

 (利用後の点検) 



 

第６条 施設、付属設備等の利用者は、当該利用を終えたときは、交流

プラザの管理の業務に従事する者の点検を受けなければならない。 

(損傷等の届け出) 

第７条 条例第15条の規定による届出は、施設損傷（滅失）届（様式第

７号）により行うものとする。 

(遵守事項) 

第８条 利用者は、交流プラザの利用に当たっては、次の事項を遵守し

なければならない。 

(１) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがある行為をしないこと。 

(２) 施設設備を汚損し、損傷し、又は滅失しないこと。 

(３) 許可なく交流プラザの施設内において広告、宣伝その他これら

に類する行為、寄附金の募集又は物品若しくは飲食物の販売を行わ

ないこと。 

(４) 所定の場所以外で喫煙又は火気の使用をしないこと。 

(５) 交流プラザの施設内に動物（盲導犬その他市長が別に認めるも

のを除く。）又は危険な物品を持ち込まないこと。 

(６) 前各号に掲げるもののほか、職員の指示に従うこと。 

２ 市長は、前項各号に掲げる行為をした者又はそのおそれのある者に

対しては、入館を拒否し、又は退館を命ずることができる。 

（準用） 

第９条 第２条、第３条及び第８条第２項の規定は、条例第17条の規定

により指定管理者に交流プラザの管理を行わせる場合について準用す

る。この場合において、これらの規定中「市長」とあるのは「指定管

理者」と、「使用料」とあるのは「利用料金」と読み替えるものとす

る。 

(その他) 

第１０条 この規則に定めるもののほか、交流プラザの管理に関し必要

な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成28年1月1日から施行する。 


